

























































































































































































































































































































































126 専修ロージャーナル　第２号 2007. 2
注（１）１審の判断内容については，「戦後補償問題を考える弁護士連絡協議会」（弁連協）主催の
第６回フォーラムでの林和夫弁護士の報告によった。
（２）「国家無答責」は，戦後補償問題への大きな壁であったが，高裁段階でこれは様々な根拠に
よって無効なものとされている。これへの論拠を示した，以下の論文を参照されたい。古川純
「日本国憲法と戦後補償」法学セミナー94年９月号，芝池義一「戦後補償訴訟と公権力無責任
原則」法律時報2004年１月号，岡田正則「明治憲法体制確立期における国家の不法行為責任
（一）（二）」南山法学28巻４号，29巻２号（2005年）。
（３）参照，山手治之「アジア太平洋戦争韓国人犠牲者補償請求事件」京都学園法学2004年２・
３号，愛敬浩二「戦後補償と憲法の射程」ジュリスト1261号（2005年），青柳幸一「戦争損害
に対する憲法的保護の有無」民商法雑誌132巻４・５号，斉藤正彰「戦争犠牲・戦争損害と日
本国憲法」法学教室・判例セレクト（2005年）等。
（４）戦後補償裁判の概要は，法律時報2004年１月号43頁以下。山手氏のホーム・ページも詳し
い。http://page.freett.com/haruyamate/index.htm 
（５）戦後補償の全体像を理解する上で以下を参照。西埜章「戦争犠牲者補償序説」法政理論26
巻４号（1994年）。
（６）経緯は，以下を参照されたい。朝鮮人強制連行真相調査団『検証・朝鮮植民地支配と補償
問題』（明石書店，1992年）。
（７）石村修「戦後補償を考える視点」内藤光博・古川純編『東北アジアの法と政治』（専修大学
出版局，2005年）において，これに関わる基本視点は示しておいた。同時に，同書に収められ
た，内藤「戦後補償裁判と日本国憲法」も参照されたい。
（８）賠償と補償に意味について，高木健一「戦後補償と憲法」憲法問題４（1993年）45頁以下。
（９）田中宏『在日外国人』（岩波書店，新版・1995年）101頁以下が詳しい。石成基さんの経緯
もここで示されている。
（10）戦後補償問題国会議事録編集委員会『資料・戦後補償問題国会議事録１集』（高木健一事務
所，1993年）77頁以下。
（11）この点に拘っているのが以下の論文である。山手治之「日本の戦後処理条約における賠
償・請求権放棄条項（１）」京都学園法学2001年１号１頁以下。
（12）すでに各種の立法案があり，参議院に提案されたがいまだ実現されていない。参照，今村
嗣夫・鈴木五十三・高木喜孝『戦後補償法』（明石書店，1999年）。
（13）ドイツ基本法74条９号には，連邦の競合的立法権限として，「戦争損害および補償」があっ
た。水島朝穂・馬奈木厳太郎「戦争犠牲者に対する賠償立法の法理についての試論」法律時報
2004年１月号，58頁。
（14）例えば，古川純「憲法と戦後補償」専修大学法学研究所紀要20『公法の諸問題Ⅳ』（1995年）
45頁以下，内藤光博「憲法訴訟としての戦後補償裁判」国際人権2004年版，40頁以下，同「立
法不作為に基づく違憲訴訟に関する一考察」専修法学論集92号（2004年）71頁以下。
（15）石村修「戦争犯罪と戦後補償」憲法問題10（1999年）123頁以下。
（16）中島茂樹「憲法を基準とした財産権の内容形成―戦後補償問題の立法的解決によせてー」
立命館法学287号（2003年）１頁以下，「財産権の内容形成」というドイツ法の理論を借りて，
戦後補償立法を位置づけており興味深い。
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